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一 

は
じ
め
に

　

韓
国
は
、
一
九
九
七
年
に
、
外
貨
危
機
の
ゆ
え
に
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
救
済
融
資
を
受
け
て
以
来
、
種
々
の
倒
産
関
連
法
規
を
統
合
し
、
二
〇

〇
五
年
に
、
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
の
国
際
倒
産
に
関
す
る
モ
デ
ル
法
（M

odel Law
 on Cross-Border Insolvency

）
に
応
じ
、

「
債
務
者
回
生
及
び
破
産
に
関
す
る
法
律
」（
以
下
は
、「
債
務
者
回
生
法
」
と
略
称
）
を
制
定
し
、
二
〇
〇
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行

し
て
い
る
。
そ
の
後
も
、
数
回
の
法
改
正
を
通
じ
、
倒
産
法
制
の
国
際
的
整
合
性
を
高
め
る
一
方
、
二
〇
一
一
年
に
、
ソ
ウ
ル
中
央
地

方
法
院
を
中
心
に
、fast track

と
債
権
者
主
導
型
回
生
手
続
、
信
用
回
復
委
員
会
と
中
小
企
業
庁
な
ど
と
協
力
し
た
個
人
債
務
調
整

及
び
回
生
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
な
ど
を
実
施
す
る
な
ど
、
国
内
に
お
い
て
特
有
の
事
情
を
反
映
し
た
新
た
な
制
度
を
導
入
す
る
工
夫
も

怠
る
こ
と
な
く
進
め
て
い
る
。

　

企
業
リ
ス
ト
ラ
の
問
題
が
、
経
済
危
機
の
時
の
み
な
ら
ず
、
平
常
時
に
お
い
て
も
必
要
で
あ
る
と
の
問
題
意
識
の
も
と
、
こ
の
よ
う

な
工
夫
を
す
る
中
で
、
二
〇
一
六
年
一
二
月
に
、
倒
産
専
門
法
院
の
設
立
を
取
り
入
れ
る
法
律
が
い
よ
い
よ
国
会
に
お
い
て
採
択
さ
れ
、

二
〇
一
七
年
三
月
に
は
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
が
開
庁
さ
れ
た
。

　

他
方
、
二
〇
一
〇
年
に
、
民
事
訴
訟
事
件
（
通
常
事
件
）
の
中
で
、
電
子
訴
訟
を
実
施
し
て
以
来
、
二
〇
一
四
年
か
ら
、
倒
産
事
件

に
対
し
て
も
、
電
子
的
な
事
件
処
理
を
開
始
し
た
。

　

以
下
に
お
い
て
、
韓
国
に
お
け
る
倒
産
法
制
に
関
し
、
最
近
の
主
要
立
法
と
倒
産
事
件
の
電
子
的
処
理
な
ど
を
中
心
に
実
務
の
動
向

を
紹
介
し
た
い
。

（
1
）
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二 

二
〇
一
七
年
三
月
倒
産
事
件
専
門
法
院
と
し
て
の
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
の
設
置
と
そ
の
展
望

1　

倒
産
事
件
専
門
法
院
の
導
入
の
必
要
性
と
背
景

　

韓
国
に
お
い
て
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
救
済
融
資
が
行
わ
れ
た
一
九
九
七
年
の
経
済
危
機
以
来
、
倒
産
事
件
を
専
門
的
に
処
理
す
る
破
産
法
院

（Bankruptcy Court

）
ま
た
は
倒
産
法
院
（Insolvency Court

）
の
導
入
の
必
要
性
に
関
す
る
主
張
が
次
々
と
な
さ
れ
て
き
た
。

主
張
の
要
旨
は
お
お
む
ね
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

ア　

倒
産
事
件
の
特
性

　

ま
ず
、
倒
産
事
件
は
「
契
約
は
必
ず
守
る
べ
き
だ
」
と
い
う
法
原
理
が
支
配
す
る
伝
統
的
な
法
領
域
と
違
っ
て
、
企
業
や
個
人
を
救

済
（fresh start or rescue

）
す
る
と
い
う
社
会
・
経
済
制
度
の
性
質
を
持
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
個
別
的
な
権
利
行
使
を
前
提
と

す
る
民
事
手
続
と
比
べ
、
規
律
原
理
が
異
な
る
（
手
続
理
念
の
異
質
性
）。
ま
た
、
倒
産
事
件
を
処
理
す
る
に
あ
た
っ
て
、
倒
産
手
続

に
関
す
る
法
律
自
体
の
内
容
以
外
に
も
、
経
済
、
経
営
、
会
計
な
ど
企
業
の
運
営
に
必
須
な
関
連
分
野
の
知
識
や
、
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
を

必
要
と
す
る
点
が
挙
げ
ら
れ
る
（
専
門
性
）。
そ
し
て
、
倒
産
手
続
と
い
う
の
は
、
契
約
に
基
づ
く
個
別
的
な
権
利
関
係
に
対
す
る
修

正
を
前
提
に
し
、
債
権
者
な
ど
利
害
関
係
人
ら
を
対
象
に
、
集
団
的
手
続
を
通
じ
た
債
権
債
務
関
係
の
全
体
的
調
整
が
な
さ
れ
る
と
の

特
性
を
持
っ
て
い
る
（
集
団
的
法
律
関
係
の
規
律
）。

　

倒
産
手
続
を
処
理
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
こ
の
よ
う
な
倒
産
法
の
持
つ
特
性
に
対
す
る
高
度
の
理
解
を
必
要
と
す
る
の
は
言
う
ま
で

も
な
い
。
の
み
な
ら
ず
、
倒
産
手
続
は
、
時
間
の
経
過
に
伴
う
企
業
価
値
の
減
損
を
避
け
る
た
め
に
、
手
続
進
行
の
効
率
性
と
迅
速
性

が
必
要
で
あ
る
の
と
相
ま
っ
て
、
そ
の
よ
う
な
過
程
に
お
い
て
、
倒
産
法
院
は
、
広
範
な
裁
量
権
を
持
つ
よ
う
に
な
っ
た
と
言
え
る

（
迅
速
性
と
裁
量
性
）。
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イ　

倒
産
事
件
の
推
移
と
外
部
環
境
の
急
激
な
変
化

　

最
近
、
社
会
構
造
や
経
済
環
境
全
般
の
変
化
に
伴
い
、
限
界
企
業
が
増
加
し
て
お
り
、
二
〇
〇
八
年
の
金
融
危
機
以
降
、
家
計
負
債

も
急
増
し
、
二
〇
一
六
年
現
在
、
一
三
○
○
兆
ウ
ォ
ン
台
半
ば
に
至
っ
た
。
二
〇
一
五
年
に
比
べ
、
一
一
・
七
％
程
度
増
え
た
。
近
時
、

ア
メ
リ
カ
連
邦
準
備
制
度
（Federal Reserve System

）
理
事
会
の
金
利
引
き
上
げ
説
な
ど
、
国
際
経
済
の
不
確
実
性
な
ど
の
原

因
と
相
ま
っ
て
、
個
人
回
生
及
び
個
人
破
産
事
件
は
、
年
間
一
五
万
件
を
超
え
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

企
業
に
対
す
る
効
率
的
な
リ
ス
ト
ラ
と
個
人
の
救
済
を
目
指
す
倒
産
事
件
担
当
法
院
の
専
門
性
の
強
化
へ
の
要
求
は
、
経
済
危
機
の

時
の
み
な
ら
ず
、
平
常
時
に
お
い
て
も
ず
っ
と
存
在
し
て
き
た
。

ウ　

専
門
法
院
の
設
立
の
必
要
性

　

第
一
に
、
以
上
見
て
き
た
よ
う
に
、
倒
産
事
件
を
処
理
す
る
に
は
、
い
か
な
る
分
野
よ
り
も
、
専
門
性
を
必
要
と
す
る
。
す
な
わ
ち
、

倒
産
事
件
を
処
理
す
る
法
院
は
、
法
の
本
質
で
あ
る
公
正
性
を
基
本
に
し
つ
つ
、
手
続
進
行
の
効
率
性
、
迅
速
性
を
期
す
る
と
と
も
に
、

裁
量
権
を
適
切
に
行
使
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
そ
の
過
程
に
お
い
て
、
手
続
の
予
測
可
能
性
を
高
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は

当
然
の
前
提
で
あ
る
。

　

第
二
に
、
一
つ
の
独
立
し
た
法
院
に
お
い
て
、
専
門
的
で
、
一
貫
性
の
あ
る
処
理
を
や
り
遂
げ
る
こ
と
に
よ
り
、
各
個
別
事
件
に
対

す
る
予
測
可
能
性
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。

　

第
三
に
、
長
期
的
な
観
点
か
ら
す
れ
ば
、
企
業
側
と
し
て
、
迅
速
か
つ
効
率
的
な
リ
ス
ト
ラ
促
進
制
度
の
構
築
が
適
切
に
求
め
ら
れ

る
の
で
、
企
業
の
た
め
、
予
測
可
能
性
お
よ
び
一
貫
性
を
持
つ
処
理
の
で
き
る
独
立
的
な
法
院
の
設
置
は
、
必
須
で
あ
る
と
言
え
る
だ

ろ
う
。

エ　

別
途
の
倒
産
監
督
庁
（
例
え
ば
、
ア
メ
リ
カ
の
連
邦
倒
産
管
財
官
制
度
の
よ
う
な
も
の
）
の
設
立
の
主
張
に
関
し
て
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専
門
的
な
倒
産
法
院
の
設
立
の
必
要
性
に
直
面
し
、
現
行
制
度
を
維
持
す
べ
き
と
の
意
見
の
ほ
か
、
む
し
ろ
、
ア
メ
リ
カ
の
連
邦
倒

産
管
財
官
（U

S T
rustee

）
と
同
じ
よ
う
な
別
途
の
監
督
機
関
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
主
張
が
あ
っ
た
。

　

し
か
し
、
倒
産
事
件
は
、
権
利
関
係
の
確
定
を
目
的
と
す
る
通
常
の
訴
訟
手
続
と
は
違
っ
て
、
非
訟
的
性
格
が
強
い
の
で
、
実
際
に

裁
判
機
能
と
管
理
監
督
機
能
を
分
離
し
に
く
い
と
い
う
現
実
的
な
問
題
点
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
破
産
事
件
を
例
と
す
れ
ば
、
破
産
手

続
開
始
決
定
（
司
法
判
断
）
→
管
財
人
選
任
（
行
政
的
監
督
）
→
破
産
財
団
の
管
理
・
換
価
（
行
政
的
監
督
）
→
債
権
調
査
・
確
定
の

裁
判
（
司
法
判
断
）
→
配
当
及
び
終
結
（
司
法
判
断
）
の
段
階
を
経
過
す
る
の
で
、
二
種
類
の
機
能
を
区
別
し
、
そ
れ
ぞ
れ
別
個
に
対

応
す
る
の
は
実
際
上
困
難
で
あ
り
、
迅
速
か
つ
効
率
的
な
効
果
を
期
待
し
に
く
い
。

　

公
正
性
の
確
保
の
次
元
で
、
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
は
、
法
人
回
生
の
み
な
ら
ず
、
法
人
破
産
や
個
人
破
産
及
び
個
人
回
生
事
件
の
否
認

請
求
や
債
権
調
査
・
確
定
な
ど
の
裁
判
業
務
も
、
債
務
者
に
対
す
る
管
理
監
督
業
務
を
担
当
す
る
裁
判
部
ま
た
は
係
で
な
い
他
の
裁
判

部
ま
た
は
係
に
担
当
さ
せ
、
裁
判
機
能
と
管
理
監
督
機
能
を
完
全
に
分
離
し
た
。
ま
た
、
改
正
債
務
者
回
生
法
に
従
い
、
こ
の
よ
う
な

債
権
調
査
・
確
定
お
よ
び
否
認
請
求
の
裁
判
に
対
す
る
異
議
の
訴
え
と
否
認
の
訴
え
な
ど
、
こ
れ
ら
の
事
件
を
回
生
法
院
の
専
属
管
轄

事
件
と
す
る
場
合
、
担
当
す
る
「
本
案
裁
判
部
ま
た
は
係
」
に
つ
い
て
は
、
人
的
独
立
性
の
強
化
が
図
ら
れ
て
い
る
と
い
う
点
が
と
り

わ
け
強
調
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。

　

ま
た
、
管
財
人
や
回
生
委
員
、
調
査
委
員
な
ど
の
手
続
関
係
者
に
対
す
る
選
任
及
び
評
価
の
業
務
は
、
現
在
、
法
院
に
よ
り
担
当
さ

れ
て
い
る
が
、
数
十
年
間
、
大
き
な
問
題
が
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
別
途
の
機
関
に
分
離
す
る
必
要
性
が
あ
る
と
は
考
え
ら
れ
ず
、
最

近
、
法
院
内
で
設
置
さ
れ
た
回
生
・
破
産
委
員
会
を
通
じ
監
督
機
能
を
強
化
す
る
工
夫
が
続
い
て
な
さ
れ
て
い
る
点
も
考
慮
さ
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

　

そ
し
て
、
ア
メ
リ
カ
の
倒
産
監
督
庁
の
導
入
と
運
営
に
対
す
る
歴
史
的
背
景
に
照
ら
し
て
み
て
も
、
我
々
の
現
実
と
は
適
合
し
な
い
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点
が
見
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
裁
判
官
で
な
い
破
産
審
理
人
（referee

）
が
倒
産
事
件
を
担
当
し
、
破
産

審
理
人
、
管
財
人
、
弁
護
士
の
間
の
談
合
（bankruptcy ring

）
関
係
が
形
成
さ
れ
る
。
実
際
に
、
破
産
管
財
人
が
選
任
さ
れ
た
後
、

親
密
な
弁
護
士
に
「
諮
問
」
を
依
頼
し
、
倒
産
財
団
に
大
き
な
費
用
を
支
払
わ
せ
る
な
ど
の
濫
用
事
件
が
頻
繁
に
あ
っ
た
と
の
指
摘
が

あ
る
。

オ　

回
生
・
破
産
委
員
会
の
管
理
・
監
督
機
能
の
強
化
（
後
述
）

2　

改
正
法
律
の
主
要
な
内
容

ア　

倒
産
事
件
専
門
法
院
と
し
て
の
回
生
法
院

倒
産
手
続
に
対
す
る
否
定
的
な
イ
メ
ー
ジ
を
解
消
し
、
倒
産
手
続
利
用
を
促
進
す
る
た
め
に
、
破
産
法
院
ま
た
は
倒
産
法
院
よ
り
は
、

回
生
法
院
が
よ
り
肯
定
的
で
あ
る
と
考
慮
さ
れ
て
お
り
、
破
産
事
件
と
回
生
事
件
を
同
時
に
含
め
る
回
生
破
産
法
院
と
い
う
名
称
は
、

長
す
ぎ
る
と
の
嫌
い
が
あ
っ
て
、
最
終
的
に
は
、
ソ
ウ
ル
地
域
の
回
生
・
破
産
事
件
を
管
轄
す
る
法
院
の
意
味
で
「
ソ
ウ
ル
回
生
法

院
」
を
そ
の
名
称
と
し
て
定
め
た
。

イ　

関
連
す
る
法
規
の
主
要
な
改
正
内
容

⑴
法
院
組
織
法

　
「
法
院
組
織
法
」
は
、
回
生
法
院
の
よ
う
な
専
門
法
院
の
新
設
な
ど
に
必
要
と
さ
れ
る
規
定
を
有
す
る
最
も
基
本
的
な
法
律
で
あ
る
。

　

も
と
も
と
、
法
院
組
織
法
に
よ
る
と
、
大
法
院
、
高
等
法
院
、
特
許
法
院
、
地
方
法
院
、
家
庭
法
院
、
行
政
法
院
な
ど
、
六
種
類
の

法
院
が
存
在
し
た
が
、
回
生
法
院
の
新
設
で
、
現
在
は
、
七
種
類
に
な
っ
て
い
る
。

　

一
九
六
三
年
に
、
家
庭
法
院
が
専
門
法
院
と
し
て
は
初
め
て
導
入
さ
れ
、
一
九
九
五
年
に
、
特
許
法
院
と
行
政
法
院
が
そ
れ
ぞ
れ
導

入
さ
れ
た
。
家
庭
法
院
、
行
政
法
院
と
特
許
法
院
は
、
設
立
後
、
専
属
管
轄
事
件
の
新
受
件
数
と
既
済
事
件
数
が
持
続
的
に
増
加
し
て

（
2
）
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お
り
、
活
発
な
制
度
改
善
を
通
じ
、
司
法
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
向
上
さ
せ
た
と
評
価
さ
れ
て
い
る
。

　

改
正
法
院
組
織
法
に
お
い
て
は
、
回
生
法
院
に
関
す
る
章
を
新
た
に
用
意
し
、
回
生
法
院
及
び
回
生
法
院
合
議
部
の
管
掌
事
務
を
定

め
て
お
り
、
地
方
法
院
と
同
じ
く
、
単
独
裁
判
を
原
則
に
し
て
い
る
。

⑵
各
級
法
院
の
設
置
と
管
轄
区
域
に
関
す
る
法
律

　

か
か
る
法
律
は
、
そ
の
内
実
に
お
い
て
、
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
を
設
置
し
、
そ
の
管
轄
区
域
を
ソ
ウ
ル
特
別
市
に
す
る
こ
と
を
定
め
て

い
る
。
現
在
の
と
こ
ろ
、
土
地
管
轄
に
つ
い
て
制
限
が
設
け
ら
れ
て
い
る
が
、
今
後
、
全
国
各
地
域
の
地
方
法
院
を
単
位
に
、
そ
れ
ぞ

れ
回
生
法
院
を
設
立
す
る
こ
と
を
予
定
し
て
い
る
。

⑶
債
務
者
回
生
及
び
破
産
に
関
す
る
法
律

　

倒
産
に
関
す
る
基
本
法
で
あ
る
債
務
者
回
生
法
に
お
い
て
は
、
回
生
法
院
の
新
設
に
よ
り
、
従
前
の
「
地
方
法
院
本
院
」
を
「
回
生

法
院
」
に
変
更
し
、
さ
ら
に
、
回
生
法
院
に
管
理
委
員
会
を
設
置
す
る
た
め
の
根
拠
を
規
定
し
、
債
権
調
査
・
確
定
の
裁
判
に
対
す
る

異
議
の
訴
え
と
否
認
の
訴
え
な
ど
の
、
通
常
の
民
事
事
件
ま
で
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
の
専
属
管
轄
の
範
囲
を
拡
大
し
た
。
ほ
か
に
、
外
国

倒
産
手
続
の
承
認
及
び
支
援
に
関
す
る
事
件
も
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
の
専
属
管
轄
の
一
部
と
し
て
規
定
し
た
。
そ
し
て
、
国
会
で
法
律
案

が
検
討
さ
れ
、
最
終
的
に
法
律
を
制
定
す
る
過
程
に
お
い
て
、
回
生
法
院
に
対
し
報
告
義
務
が
新
設
さ
れ
た
。
具
体
的
に
は
、
倒
産
手

続
機
関
（
管
理
人
、
破
産
管
財
人
な
ど
）
の
選
任
に
か
か
わ
る
内
訳
、
評
価
の
結
果
、
倒
産
犯
罪
な
ど
の
倒
産
手
続
の
濫
用
事
例
、
回

生
・
破
産
委
員
会
を
通
じ
た
監
督
業
務
遂
行
内
訳
な
ど
を
透
明
に
公
開
し
、
国
会
に
報
告
す
る
義
務
な
ど
が
、
当
該
報
告
義
務
に
含
ま

れ
て
い
る
。
国
会
に
よ
る
事
後
監
督
を
通
じ
、
倒
産
管
理
・
監
督
機
能
に
お
け
る
公
正
性
を
高
め
、
国
民
の
信
頼
の
向
上
に
肯
定
的
な

役
割
を
果
た
す
も
の
と
し
て
期
待
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
3
）
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3　

ソ
ウ
ル
回
生
法
院
の
導
入
に
対
す
る
評
価
と
展
望

ア　

専
門
法
院
設
置
の
意
義

　

現
在
、
回
生
及
び
破
産
事
件
は
、
地
方
法
院
の
破
産
部
の
ほ
う
で
取
り
扱
わ
れ
て
い
る
が
、
た
だ
民
・
刑
事
事
件
を
主
に
処
理
す
る

地
方
法
院
の
特
性
に
鑑
み
る
と
、
各
種
の
制
度
及
び
支
援
の
面
に
お
い
て
、
後
順
位
に
置
か
れ
て
い
る
の
も
事
実
で
あ
る
。
こ
れ
に
対

し
、
回
生
及
び
破
産
担
当
法
院
が
、
一
般
民
・
刑
事
業
務
ま
で
統
括
し
て
処
理
す
る
こ
と
か
ら
、
専
門
性
不
足
の
問
題
に
つ
い
て
の
指

摘
も
あ
っ
た
。
よ
っ
て
、
専
門
法
院
と
し
て
回
生
法
院
を
設
置
す
る
こ
と
は
、
回
生
及
び
破
産
事
件
の
、
専
門
的
で
迅
速
な
処
理
と
、

思
慮
深
い
判
断
の
形
成
に
寄
与
し
、
担
当
裁
判
官
と
法
院
職
員
の
専
門
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
、
望
ま
し
い
制
度
的
設
計
だ

と
言
え
る
。

イ　

回
生
法
院
の
導
入
に
よ
り
期
待
さ
れ
る
効
果

⑴
専
門
裁
判
官
の
持
続
的
養
成
と
倒
産
事
件
の
処
理
結
果
に
対
す
る
予
測
可
能
性
の
向
上

　

倒
産
専
門
法
院
で
あ
る
回
生
法
院
を
設
置
し
、
法
院
構
成
員
全
体
の
専
門
化
を
達
成
し
、
倒
産
事
件
の
処
理
結
果
に
対
す
る
予
測
可

能
性
を
高
め
る
こ
と
に
よ
り
、
倒
産
手
続
を
利
用
す
る
際
の
ハ
ー
ド
ル
を
下
げ
、
利
用
者
に
よ
る
法
院
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
強
化
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
ま
た
、
関
連
研
究
及
び
各
種
制
度
改
善
に
お
い
て
、
一
層
強
化
さ
れ
た
力
量
を
発
揮
さ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
利
害
当

事
者
間
の
公
正
性
と
衡
平
性
を
高
め
、
裁
判
に
対
す
る
国
民
の
信
頼
を
増
進
す
る
一
方
、
企
業
の
リ
ス
ト
ラ
手
続
に
お
い
て
も
、
実
質

的
な
法
治
主
義
を
実
現
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

⑵
企
業
リ
ス
ト
ラ
の
「
常
時
化
時
代
」

　

公
正
か
つ
迅
速
で
、
予
測
可
能
な
リ
ス
ト
ラ
ま
た
は
倒
産
手
続
の
保
障
に
よ
り
、
企
業
回
生
の
可
能
性
が
増
大
さ
れ
る
の
み
な
ら
ず
、

被
害
の
規
模
が
最
小
化
さ
れ
、
さ
ら
に
、
堅
実
な
経
済
発
展
の
達
成
と
い
う
目
的
が
期
待
で
き
る
と
考
え
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
企
業
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の
倒
産
ま
た
は
リ
ス
ト
ラ
は
、
資
本
主
義
の
競
争
社
会
の
一
つ
の
属
性
と
し
て
不
可
避
に
繰
り
返
さ
れ
る
が
、
こ
れ
を
い
か
に
処
理
す

る
か
に
よ
り
、
産
業
界
、
経
済
界
の
様
子
は
大
き
く
異
な
り
う
る
。
ま
た
、
倒
産
ま
た
は
リ
ス
ト
ラ
の
局
面
に
お
い
て
、
大
規
模
な
財

務
リ
ス
ト
ラ
が
行
わ
れ
る
け
れ
ど
も
、
金
融
機
関
、
従
業
員
、
取
引
先
、
ベ
ン
ダ
ー
な
ど
の
よ
う
に
、
そ
れ
ぞ
れ
違
う
利
害
関
係
を
も

つ
人
々
の
間
で
、
公
正
な
処
理
が
必
要
で
あ
る
の
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
企
業
の
経
営
環
境
は
、
日
々
変
わ
る
の
で
、
い
か
に
、
関
連

手
続
を
迅
速
か
つ
効
率
的
に
進
行
す
る
か
に
よ
り
、
企
業
を
回
生
で
き
る
か
否
か
、
ど
こ
ま
で
被
害
が
生
じ
る
か
が
、
異
な
っ
て
く
る

で
あ
ろ
う
。

　

結
局
、
公
正
か
つ
迅
速
な
リ
ス
ト
ラ
ま
た
は
倒
産
手
続
が
保
障
さ
れ
る
か
否
か
は
、
平
常
時
の
経
営
に
も
影
響
を
及
ぼ
す
で
あ
ろ
う

か
ら
、
予
測
可
能
性
が
確
保
さ
れ
、
取
引
費
用
が
減
っ
て
く
る
と
、
よ
り
堅
実
な
経
済
活
動
が
可
能
で
あ
る
と
言
え
る
。

⑶
通
常
の
法
院
に
お
け
る
リ
ス
ト
ラ
手
続
の
強
化
を
通
じ
た
自
律
的
リ
ス
ト
ラ
手
続
の
弊
害
防
止
及
び
相
互
補
完
の
促
進

　

現
在
、
企
業
の
リ
ス
ト
ラ
に
お
い
て
、
法
院
の
管
理
手
続
の
ほ
か
に
も
、
さ
ま
ざ
ま
な
形
の
自
律
的
リ
ス
ト
ラ
の
た
め
の
手
段
（
た

と
え
ば
、
時
限
法
と
し
て
継
続
さ
れ
て
い
る
「
企
業
リ
ス
ト
ラ
促
進
法
」
な
ど
）
が
用
意
さ
れ
て
い
る
と
同
時
に
、
実
際
に
、「
不
法

的
清
算
」
も
あ
る
程
度
増
え
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
二
〇
一
三
年
に
は
、
清
算
さ
れ
た
企
業
の
数
は
四
〇
、
八
三
七
社
で
あ
っ
た
の
に

対
し
、
同
年
、
法
院
に
受
理
さ
れ
た
企
業
の
倒
産
事
件
数
は
一
、
二
九
六
件
し
か
な
く
、
全
体
の
三
・
一
％
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。
こ
う

し
た
中
、
倒
産
手
続
が
不
要
で
あ
る
場
合
を
考
慮
し
て
も
、
法
院
の
管
理
に
よ
り
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
さ
れ
た
倒
産
手
続
の
活
用
実
績
が

低
調
で
あ
る
こ
と
は
否
め
な
い
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
「
不
法
的
清
算
」
に
よ
る
場
合
、
偏
頗
的
弁
済
に
起
因
し
た
被
害
者
が
生
じ
、

資
産
の
廉
価
売
却
が
行
わ
れ
、
各
種
の
脱
法
行
為
の
弊
害
が
生
じ
る
恐
れ
が
あ
る
。
債
権
者
主
導
に
よ
る
「
自
律
的
リ
ス
ト
ラ
手
段
」

（
ａ
）
は
、
あ
る
程
度
、
肯
定
的
な
機
能
を
担
う
も
の
と
し
て
評
価
さ
れ
て
い
る
が
、
法
院
の
管
理
手
続
と
有
機
的
、
ま
た
は
相
互
補

完
的
な
関
係
に
お
い
て
、
法
院
の
手
続
が
整
備
さ
れ
る
と
、
こ
れ
を
元
に
し
、
自
律
的
リ
ス
ト
ラ
も
さ
ら
に
発
展
す
る
素
地
が
あ
る
。
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た
と
え
ば
、
代
表
的
な
私
的
構
造
調
整
、「
企
業
構
造
調
整
促
進
法
」
に
基
づ
い
た
い
わ
ゆ
る
「w

ork-out

」
制
度
の
場
合
、
一
般
的

な
取
引
債
務
に
対
す
る
弁
済
が
禁
止
さ
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
そ
れ
に
起
因
し
た
限
界
が
提
示
さ
れ
て
お
り
、
法
院
と
の
有
機
的
協
力
を

通
じ
た
制
度
改
善
が
必
要
な
状
況
に
あ
る
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

⑷
別
途
の
専
門
法
院
の
設
置
を
通
じ
た
独
立
的
な
法
院
行
政
体
系
（
人
・
予
算
・
政
策
資
源
）
の
構
築
及
び
こ
れ
を
通
じ
た
倒
産
分
野

の
発
展
の
た
め
の
基
盤
整
備

　

法
院
は
、
こ
れ
ま
で
、
企
業
回
生
及
び
破
産
手
続
自
体
の
公
正
性
と
迅
速
性
・
効
率
性
を
確
保
し
、
企
業
全
般
の
活
用
度
を
高
め
る

た
め
、
必
要
に
応
じ
、
継
続
的
に
既
存
の
制
度
を
改
善
し
て
き
た
。
し
か
し
、
事
件
数
が
急
増
し
、
制
度
改
善
の
必
要
性
が
増
し
て
い

る
中
、
一
般
法
院
の
内
部
に
お
け
る
破
産
事
件
に
関
わ
る
組
織
の
持
つ
限
界
を
考
慮
し
た
う
え
で
、
従
前
と
は
別
個
の
専
門
法
院
を
設

置
し
、
人
・
予
算
・
政
策
資
源
を
集
中
・
投
入
す
る
必
要
が
あ
る
と
の
要
請
が
さ
ら
に
強
く
な
っ
て
き
た
。

⑸
関
連
事
件
の
迅
速
な
処
理

　

現
在
、「
通
常
の
地
方
法
院
」
の
民
事
裁
判
部
に
お
い
て
取
り
扱
っ
て
い
る
、
一
般
回
生
事
件
ま
た
は
個
人
破
産
及
び
個
人
回
生
事

件
の
債
権
調
査
・
確
定
お
よ
び
否
認
請
求
裁
判
に
対
す
る
異
議
の
訴
え
と
否
認
の
訴
え
の
よ
う
な
、
回
生
債
権
に
関
す
る
本
案
訴
訟
を
、

回
生
法
院
の
専
属
管
轄
と
し
て
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
関
連
事
件
の
迅
速
な
処
理
を
期
待
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

⑹
倒
産
に
関
す
る
社
会
安
全
網
の
構
築

　

回
生
法
院
の
設
立
を
き
っ
か
け
に
、
個
人
回
生
裁
判
の
専
門
性
が
強
化
さ
れ
れ
ば
、
国
民
一
般
へ
の
「
社
会
安
全
網
」
の
性
格
を
も

つ
司
法
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
が
期
待
さ
れ
る
だ
ろ
う
。
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三 

公
正
か
つ
効
率
的
な
構
造
調
整
を
目
指
す
企
業
回
生
手
続
の
改
善
の
た
め
の
最
近
の

　
　

法
改
正
の
内
容
─
─
二
〇
一
六
年
五
月
債
務
者
回
生
及
び
破
産
に
関
す
る
法
改
正

　

一
方
、
二
〇
一
六
年
五
月
二
九
日
に
、
手
続
開
始
後
の
新
規
融
資
債
権
者
の
権
限
の
強
化
、
事
前
計
画
案
制
度
の
改
善
な
ど
を
内
容

と
す
る
法
律
の
改
正
が
な
さ
れ
た
が
、
主
な
内
容
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

1　

新
規
融
資
債
権
者
の
権
限
の
拡
大

　

新
規
融
資
債
権
者
に
対
し
、
回
生
手
続
の
主
な
事
項
に
関
す
る
意
見
提
示
権
限
を
明
文
で
付
与
す
る
と
と
も
に
、
管
理
人
に
対
す
る

資
料
提
出
を
求
め
る
権
限
を
も
認
め
た
（
債
務
者
回
生
法
第
二
二
条
の
二
）。
ま
た
、
改
正
前
に
、
債
務
者
回
生
法
第
一
七
九
条
第
二

項
は
、「
第
一
九
七
条
第
一
項
第
五
号
及
び
第
一
二
号
（
新
規
借
入
資
金
）
に
よ
る
資
金
の
借
入
を
許
可
す
る
こ
と
に
際
し
、
法
院
は
、

利
害
関
係
人
の
意
見
を
聞
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
定
め
た
が
、
そ
の
後
、
利
害
関
係
人
の
具
体
的
な
範
囲
に
関
す
る
論
争
が
続
い

て
お
り
、
そ
の
範
囲
が
あ
ま
り
に
拡
張
さ
れ
た
結
果
、
手
続
の
効
率
的
な
進
行
が
妨
げ
ら
れ
た
と
の
批
判
も
な
さ
れ
た
。
今
回
の
法
改

正
を
通
じ
、「
利
害
関
係
人
」
を
「
債
権
者
協
議
会
」（
ｂ
）
に
置
き
換
え
た
の
は
、
手
続
の
迅
速
性
と
公
正
性
の
調
和
を
企
て
た
結
果

の
産
物
で
あ
る
。

2　

商
取
引
債
権
者
に
対
す
る
保
護
の
強
化

　

回
生
手
続
の
開
始
を
求
め
る
申
請
が
な
さ
れ
る
前
の
二
〇
日
以
内
に
、
債
務
者
が
継
続
的
か
つ
通
常
の
営
業
活
動
を
通
じ
供
給
さ
れ

た
物
件
に
対
す
る
代
金
支
払
請
求
権
は
、
共
益
債
権
と
さ
れ
た
（
債
務
者
回
生
法
第
一
七
九
条
第
一
項
第
八
の
二
号
）。

3　

韓
国
型prepackage

制
度
の
導
入

　

債
務
者
負
債
の
二
分
の
一
以
上
に
相
当
す
る
債
権
者
ま
た
は
こ
の
よ
う
な
債
権
者
の
同
意
を
得
た
債
務
者
は
、
回
生
手
続
開
始
の
申

（
4
）
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請
日
か
ら
回
生
手
続
開
始
前
ま
で
に
、
事
前
計
画
案
を
提
出
で
き
る
よ
う
に
規
定
し
た
（
債
務
者
回
生
法
第
二
二
三
条
第
一
項
）。

4　

一
定
規
模
以
上
の
法
人
の
回
生
・
破
産
事
件
の
重
複
管
轄
認
定

　

管
轄
に
関
す
る
一
般
規
定
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
債
権
者
の
総
数
が
三
〇
〇
人
を
超
え
、
か
つ
、
大
統
領
令
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
金
額

以
上
の
債
務
を
負
担
す
る
法
人
に
対
す
る
回
生
事
件
及
び
破
産
事
件
は
、
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
に
対
し
て
も
手
続
開
始
の
申
請
が
で
き
る

よ
う
、
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
の
管
轄
を
さ
ら
に
拡
大
し
た
（
債
務
者
回
生
法
第
三
条
第
四
項
）。

四 
回
生
・
破
産
委
員
会
の
権
限
の
強
化
─
─
倒
産
管
理
・
監
督
機
能
の
強
化

　

二
〇
一
三
年
一
〇
月
一
一
日
に
、
法
院
行
政
処
の
傘
下
に
回
生
・
破
産
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
大
法
院
規
則
を
制

定
し
て
以
来
、
二
〇
一
六
年
九
月
六
日
に
、
回
生
・
破
産
委
員
会
の
管
理
・
監
督
機
能
を
強
化
す
る
た
め
、
常
任
委
員
及
び
実
務
支
援

団
（
ｃ
）
に
関
す
る
基
礎
的
な
規
定
を
定
め
つ
つ
、
実
務
支
援
団
業
務
に
倒
産
手
続
関
係
人
選
任
と
定
期
的
な
評
価
業
務
を
取
り
入
れ

る
た
め
の
改
正
作
業
を
遂
行
す
る
こ
と
に
よ
り
、
回
生
・
破
産
手
続
に
関
連
す
る
政
策
の
樹
立
、
制
度
の
改
善
と
、
手
続
機
関
の
選
任

及
び
評
価
に
関
し
体
系
的
か
つ
統
一
的
な
監
督
が
可
能
に
な
っ
た
。

1　

管
理
委
員
の
推
薦

　

管
理
委
員
の
委
嘱
指
針
（
裁
判
例
規
）
に
従
い
、
管
理
委
員
会
の
構
成
さ
れ
た
回
生
法
院
の
法
院
長
は
、
常
任
管
理
委
員
を
委
嘱
す

る
た
め
に
、
法
院
行
政
処
の
回
生
・
破
産
委
員
会
に
管
理
委
員
候
補
者
の
推
薦
を
依
頼
し
、
毎
年
一
回
以
上
、
定
期
的
に
常
任
管
理
委

員
の
遂
行
し
た
業
務
の
適
正
性
に
つ
い
て
評
価
し
、
ま
た
、
そ
の
評
価
結
果
を
回
生
・
破
産
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2　

第
三
者
管
理
人
、
監
事
な
ど
の
選
任

　

回
生
事
件
の
処
理
に
関
す
る
規
定
に
従
い
、
回
生
法
院
の
法
院
長
は
、「
第
三
者
管
理
人
」、「
監
事
」
候
補
者
を
選
抜
す
る
た
め
の

（
5
）
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選
任
資
料
を
回
生
・
破
産
委
員
会
に
提
供
し
、
適
格
・
不
適
格
の
意
見
を
述
べ
る
こ
と
を
要
請
し
、
そ
の
意
見
に
則
し
、
第
三
者
管
理

人
、
監
事
を
選
任
し
、
毎
年
一
回
以
上
定
期
的
に
管
理
人
、
監
事
の
遂
行
し
た
業
務
の
適
正
性
に
つ
い
て
評
価
し
、
回
生
・
破
産
委
員

会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
調
査
委
員
候
補
者
名
簿
を
作
成
す
る
た
め
の
参
考
資
料
を
回
生
・
破
産
委
員
会
に
提
供
し
、

毎
年
一
回
以
上
定
期
的
に
調
査
委
員
の
遂
行
し
た
業
務
の
適
正
性
に
つ
い
て
評
価
し
、
回
生
・
破
産
委
員
会
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

3　

破
産
管
財
人
業
務
の
適
正
性
に
対
す
る
評
価

　

破
産
管
財
人
候
補
者
名
簿
の
作
成
及
び
管
理
に
関
す
る
規
定
に
従
い
、
破
産
管
財
人
候
補
者
名
簿
を
作
成
す
る
た
め
の
参
考
資
料
を

回
生
・
破
産
委
員
会
に
提
供
し
、
毎
年
一
回
以
上
定
期
的
に
破
産
管
財
人
の
遂
行
し
た
業
務
の
適
正
性
に
つ
い
て
評
価
し
、
回
生
・
破

産
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

4　

回
生
委
員
の
任
命
ま
た
は
解
任
と
業
務
の
適
正
性
に
対
す
る
評
価

　

個
人
回
生
事
件
処
理
指
針
に
従
い
、
法
院
事
務
官
で
な
い
回
生
委
員
（
外
部
非
専
任
回
生
委
員
及
び
専
任
回
生
委
員
）
は
法
院
行
政

処
長
が
「
委
嘱
」
す
る
こ
と
に
一
元
化
さ
れ
た
の
で
、
個
人
回
生
事
件
を
管
轄
す
る
回
生
法
院
の
法
院
長
は
、
法
院
事
務
官
な
ど
で
な

い
回
生
委
員
の
委
嘱
ま
た
は
「
解
嘱
」
を
法
院
行
政
処
長
に
要
請
ま
た
は
建
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
毎
年
一
回
以
上
定
期
的
に
法
院

事
務
官
な
ど
で
な
い
回
生
委
員
の
遂
行
し
た
業
務
の
適
正
性
に
つ
い
て
評
価
し
、
回
生
・
破
産
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

五 

他
の
制
度
の
改
善
と
新
た
な
制
度
の
導
入
の
た
め
の
工
夫

1　

個
人
回
生
悪
用
危
険
事
件
の
重
点
管
理
制
度
な
ど

　

ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
に
お
い
て
、
二
〇
一
四
年
か
ら
「
個
人
回
生
悪
用
危
険
事
件
重
点
管
理
制
度
」
と
「
個
人
回
生
ブ
ロ
ッ
カ
ー
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チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
制
度
を
、
二
〇
一
六
年
か
ら
「
個
人
破
産
悪
用
防
止
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
制
度
を
そ
れ
ぞ
れ
試
行
し
、
全
国
の
法

院
に
拡
大
し
て
い
る
。

2　

外
部
機
関
と
の
協
調
模
索
と
拡
大

　

二
〇
一
六
年
一
二
月
一
六
日
、
法
院
行
政
処
（
ｄ
）
と
金
融
委
員
会
（
ｅ
）
の
間
で
、
個
人
回
生
・
破
産
の
関
連
債
務
調
整
連
係
活

性
化
の
た
め
の
「
業
務
契
約
」
を
締
結
す
る
こ
と
に
よ
り
、
金
融
委
員
会
と
個
人
倒
産
事
件
に
関
連
す
る
制
度
改
善
を
論
議
す
る
た
め

の
公
式
的
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
整
え
ら
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
金
融
委
員
会
の
職
員
を
管
理
委
員
に
委
嘱
し
た
り
、
回
生
手
続
に
お
い
て
金

融
委
員
会
に
対
し
実
質
的
な
意
見
の
提
示
を
要
請
す
る
な
ど
の
方
法
を
通
じ
、
金
融
委
員
会
に
よ
る
倒
産
手
続
へ
の
関
与
を
拡
大
す
る

た
め
の
さ
ま
ざ
ま
な
方
策
を
検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

ま
た
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
な
ど
は
、
信
用
回
復
委
員
会
（
ｆ
）
と
個
人
回
生
・
破
産Fast-T

rack

業
務
契
約
を
締
結
し
、
信
用

回
復
委
員
会
が
作
成
し
た
信
用
相
談
報
告
書
な
ど
を
信
頼
し
、
依
拠
す
る
こ
と
で
、
手
続
進
行
の
迅
速
化
を
求
め
て
い
る
。
二
〇
一
五

年
七
月
一
日
か
ら
は
「
少
額
営
業
所
得
者
簡
易
回
生
手
続
」
の
施
行
に
伴
い
、
少
額
営
業
所
得
者
の
回
生
手
続
に
費
や
す
費
用
と
時
間

を
減
ら
し
、
回
生
手
続
へ
ア
ク
セ
ス
を
高
め
る
た
め
に
、
簡
易
調
査
委
員
制
度
が
運
用
さ
れ
て
い
る
。
特
に
個
人
で
あ
る
少
額
営
業
所

得
者
の
よ
う
な
、
負
債
の
構
造
が
割
り
に
単
純
な
債
務
者
に
対
し
て
は
、
別
途
の
費
用
を
予
納
す
る
こ
と
な
く
、
負
債
等
の
調
査
が
な

さ
れ
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
、
各
法
院
に
、
法
院
事
務
官
を
簡
易
調
査
委
員
と
し
て
指
定
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

六 

倒
産
事
件
の
電
子
的
処
理

1　

通
常
の
民
事
訴
訟
に
お
け
る
電
子
訴
訟
の
導
入

　

二
〇
〇
六
年
に
「
督
促
手
続
に
お
け
る
電
子
文
書
利
用
な
ど
に
関
す
る
法
律
」
が
制
定
さ
れ
て
以
来
、
二
〇
一
〇
年
二
月
二
六
日
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「
民
事
訴
訟
等
に
お
け
る
電
子
文
書
利
用
な
ど
に
関
す
る
法
律
」
が
国
会
本
会
議
を
通
過
し
、
同
年
三
月
二
四
日
、
施
行
さ
れ
る
に
至

っ
た
。

　

電
子
訴
訟
に
関
す
る
法
律
は
、
二
〇
一
〇
年
四
月
二
六
日
か
ら
ま
ず
特
許
訴
訟
に
適
用
さ
れ
、
そ
の
後
、
適
用
範
囲
が
拡
大
し
、
二

〇
一
一
年
五
月
二
日
か
ら
民
事
訴
訟
に
、
二
〇
一
三
年
一
月
二
一
日
か
ら
家
事
訴
訟
及
び
行
政
訴
訟
に
、
同
年
九
月
一
六
日
か
ら
新
受

件
数
に
、
二
〇
一
四
年
四
月
二
八
日
か
ら
倒
産
事
件
に
、
二
〇
一
五
年
三
月
二
三
日
か
ら
民
事
執
行
事
件
と
非
訟
事
件
に
適
用
さ
れ
て

い
る
。
結
局
の
と
こ
ろ
、
刑
事
訴
訟
を
除
い
た
す
べ
て
の
裁
判
手
続
に
お
い
て
電
子
訴
訟
に
関
す
る
法
律
が
適
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ

た
。

　

電
子
訴
訟
が
占
め
る
割
合
は
、
す
べ
て
の
訴
訟
手
続
に
お
い
て
、
持
続
的
に
増
加
し
て
い
る
。
二
〇
一
五
年
を
基
準
に
「
民
事
合
議

事
件
」、「
家
事
合
議
事
件
」
に
お
い
て
、
電
子
訴
訟
の
割
合
が
八
〇
％
程
度
に
至
る
の
は
、
弁
護
士
代
理
の
比
重
が
相
対
的
に
高
い
か

ら
だ
と
考
え
ら
れ
て
お
り
、
行
政
事
件
に
お
い
て
電
子
訴
訟
の
割
合
が
九
九
％
に
至
る
の
は
、
事
実
上
、
一
方
当
事
者
が
、
国
家
、
地

方
自
治
団
体
、
行
政
庁
、
公
共
機
関
で
あ
り
、
電
子
訴
訟
を
行
う
こ
と
が
義
務
と
し
て
求
め
ら
れ
る
と
い
う
事
情
に
起
因
し
て
い
る
。

　

電
子
訴
訟
の
施
行
と
定
着
の
お
か
げ
で
、
国
民
の
司
法
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
ア
ク
セ
ス
が
強
化
さ
れ
、
裁
判
手
続
の
透
明
性
、
公
正

性
と
迅
速
性
が
向
上
さ
れ
る
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
効
果
が
現
れ
た
。
電
子
訴
訟
を
導
入
し
た
初
期
に
は
、
多
か
れ
少
な
か
れ
不
便
さ
と

シ
ス
テ
ム
の
不
安
定
な
ど
に
対
す
る
不
満
が
存
在
し
た
が
、
そ
れ
に
対
し
、
概
ね
、
着
実
な
事
前
準
備
、
案
内
、
広
報
、
不
満
事
項
を

反
映
し
た
シ
ス
テ
ム
の
改
善
を
試
み
、
そ
の
結
果
、
大
き
な
混
乱
は
回
避
さ
れ
、
裁
判
実
務
に
お
い
て
、
す
で
に
電
子
文
書
を
利
用
し

た
裁
判
手
続
が
定
着
し
た
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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2　

倒
産
事
件
に
お
け
る
電
子
化
対
象
事
件
の
分
類
と
現
況

ア　

電
子
化
対
象
事
件
の
分
類

　

現
在
、
法
人
回
生
、
法
人
破
産
及
び
一
般
回
生
事
件
は
、
全
面
的
に
電
子
化
を
施
行
し
て
お
り
、
個
人
破
産
や
個
人
回
生
事
件
の
場

合
、
こ
れ
を
義
務
化
せ
ず
、
当
事
者
に
選
択
権
を
付
与
し
て
い
る
。
個
人
回
生
裁
判
部
ま
た
は
係
は
、
回
生
委
員
の
再
配
点
手
続
が
複

雑
で
あ
る
と
い
う
技
術
的
な
理
由
と
、
一
部
の
法
院
に
お
い
て
は
、
一
つ
の
裁
判
部
が
多
様
な
事
件
を
処
理
し
て
い
る
現
実
的
な
状
況

を
勘
案
し
、
紙
を
利
用
し
た
事
件
と
電
子
媒
体
を
利
用
し
た
事
件
を
並
列
さ
せ
、
処
理
す
る
よ
う
に
し
て
い
る
。
ま
た
、
個
人
破
産
裁

判
部
ま
た
は
係
は
、
各
級
法
院
の
事
件
受
理
、
配
点
現
況
、
電
子
法
廷
の
現
況
と
事
務
分
担
の
利
便
性
な
ど
、
他
の
法
院
の
事
情
を
考

慮
し
、
各
法
院
が
自
律
的
に
決
定
す
る
よ
う
に
し
た
。

イ　

電
子
的
処
理
の
現
況

　

法
人
回
生
、
法
人
破
産
及
び
一
般
回
生
事
件
は
、
全
面
的
に
電
子
化
さ
れ
て
い
る
の
で
、
電
子
事
件
の
受
理
比
率
は
一
〇
〇
％
で
あ

る
の
に
対
し
、
個
人
破
産
事
件
は
、
二
〇
一
六
年
一
二
月
二
七
日
現
在
、
一
〇
・
五
％
（
全
体
の
六
、
八
六
八
件
の
う
ち
、
七
二
一

件
）
で
、
個
人
回
生
事
件
は
、
二
一
・
二
％
（
全
体
の
一
六
、
八
五
九
件
の
う
ち
、
三
、
五
七
三
件
）
程
度
で
あ
る
。

3　

電
子
記
録
へ
の
ア
ク
セ
ス
─
当
事
者
及
び
手
続
機
関
の
範
囲
と
制
限

　

倒
産
手
続
に
お
い
て
は
、
特
に
、
敏
感
な
個
人
情
報
ま
た
は
そ
の
内
容
が
常
に
含
ま
れ
る
の
で
、
記
録
を
閲
覧
す
る
場
合
、
法
院
に

よ
る
許
可
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。
電
子
記
録
に
対
し
て
も
同
じ
で
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
提
出
者
本
人
が
提
出
し
た
文
書
は
、
許
可
な

し
に
閲
覧
で
き
る
。
よ
っ
て
、
電
子
記
録
へ
の
ア
ク
セ
ス
に
は
便
宜
性
が
あ
る
一
方
、
手
続
機
関
は
、
そ
の
種
類
に
応
じ
て
、
閲
覧
の

範
囲
の
面
で
異
な
っ
た
規
制
を
受
け
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
破
産
管
財
人
の
場
合
、
選
任
の
前
の
閲
覧
が
禁
止
さ
れ
て
お
り
、
組
織
内

部
で
電
子
記
録
を
利
用
す
る
管
理
委
員
や
回
生
委
員
な
ど
を
含
め
、
そ
の
閲
覧
基
準
が
厳
格
に
限
定
さ
れ
て
い
る
。

（
6
）
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4　

倒
産
事
件
の
電
子
的
処
理
に
対
す
る
評
価

ア　

ま
ず
、
記
録
管
理
・
閲
覧
の
便
宜
性
を
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
る
、
す
な
わ
ち
、

⑴
裁
判
官
が
記
録
を
検
討
す
る
際
に
も
、
法
院
事
務
官
の
持
つ
記
録
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
可
能
で
あ
り
、

⑵
合
議
部
の
場
合
、
裁
判
長
が
記
録
を
検
討
す
る
際
に
も
、
主
審
（
陪
席
の
主
任
裁
判
官
）
と
同
じ
く
、
同
時
に
記
録
検
討
が
可
能
な

の
は
言
う
ま
で
も
な
く
、

⑶
裁
判
官
が
記
録
を
検
討
す
る
際
に
も
、
申
立
人
、
債
権
者
の
記
録
閲
覧
及
び
コ
ピ
ー
が
可
能
で
あ
る
こ
と
と
相
ま
っ
て

⑷
訴
訟
記
録
と
し
て
送
付
す
る
際
に
も
、
再
び
こ
の
た
め
に
、
記
録
を
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
し
て
ま
と
め
た
り
、
記
録
複
製
の
負
担
も
な
く

な
る
と
と
も
に
、

⑸
電
子
訴
訟
シ
ス
テ
ム
の
信
頼
性
及
び
自
動
化
に
よ
り
、
閲
覧
手
続
が
簡
素
化
さ
れ
る
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。

イ　

送
達
期
間
短
縮
な
ど
を
通
じ
、
手
続
進
行
の
迅
速
化
が
促
進
さ
れ
る
。

⑴
電
子
的
送
達
を
通
じ
、
即
時
の
送
達
が
可
能
と
な
る
一
方
、
最
大
一
週
間
に
送
達
期
間
が
短
縮
さ
れ
、

⑵
意
見
照
会
期
間
な
ど
が
大
幅
に
短
縮
さ
れ
る
相
乗
効
果
が
生
じ
る
。

⑶
債
権
者
の
電
子
訴
訟
に
対
す
る
同
意
率
が
高
ま
る
ほ
ど
、
そ
の
効
果
は
急
激
に
増
大
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
、

⑷
電
子
訴
訟
に
同
意
し
な
い
者
に
対
す
る
送
達
の
場
合
に
も
、e-post

（
法
院
職
員
が
「
郵
便
集
中
局
」
に
電
子
文
書
を
送
信
す
れ
ば
、

郵
便
集
中
局
よ
り
出
力
し
送
達
す
る
）
の
導
入
を
通
じ
、
法
院
職
員
の
負
担
が
最
小
化
す
る
。

ウ　

手
続
の
透
明
化
及
び
意
思
疎
通
の
強
化
と
の
側
面
に
お
い
て
、

⑴
債
権
者
集
会
に
お
い
て
、
調
査
報
告
書
、
破
産
管
財
人
報
告
書
な
ど
を
法
廷
の
ス
ク
リ
ー
ン
に
投
影
す
る
こ
と
に
よ
り
、
利
害
関
係

人
の
事
件
理
解
度
を
高
め
、
意
思
疎
通
を
強
化
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
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⑵
債
権
者
な
ど
利
害
関
係
人
が
電
子
訴
訟
同
意
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
い
つ
で
も
記
録
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
可
能
に
な
る
。

エ　

手
続
費
用
の
節
減
を
も
た
ら
す
効
果
が
あ
る
。

⑴
過
去
に
は
、
数
回
修
正
さ
れ
た
回
生
計
画
案
と
、
確
定
回
生
計
画
案
な
ど
を
、
何
部
も
提
出
し
た
が
、
電
子
的
処
理
過
程
に
お
い
て

は
、
債
務
者
が
、
回
生
計
画
案
な
ど
の
フ
ァ
イ
ル
を
出
力
し
、
印
刷
物
の
形
で
提
出
す
る
必
要
が
な
く
な
る
。

⑵
ま
た
、
以
前
と
同
じ
く
、
紙
で
の
プ
リ
ン
ト
ア
ウ
ト
（Print-out

）
を
配
布
し
た
後
、
あ
ら
た
め
て
回
収
す
る
必
要
が
な
く
な
り
、

個
人
情
報
流
出
問
題
な
ど
も
顕
著
に
減
少
さ
れ
る
。

5　

電
子
訴
訟
シ
ス
テ
ム
保
安
と
個
人
情
報
の
保
護
の
た
め
の
工
夫

　

電
子
訴
訟
を
施
行
す
る
中
で
、
最
も
問
題
に
な
る
の
は
、
ハ
ッ
キ
ン
グ
な
ど
に
備
え
る
シ
ス
テ
ム
の
保
安
の
問
題
で
あ
る
。

　

こ
こ
五
年
間
、
全
国
の
各
法
院
よ
り
、
サ
イ
バ
ー
攻
撃
、
ハ
ッ
キ
ン
グ
な
ど
の
た
め
、
被
害
を
受
け
た
と
い
う
事
件
の
報
告
は
、
な

さ
れ
た
こ
と
が
な
い
。
現
在
、
法
院
の
内
部
に
お
い
て
、
サ
イ
バ
ー
保
安
の
た
め
の
専
門
担
当
チ
ー
ム
（
サ
イ
バ
ー
安
全
セ
ン
タ
ー
）

を
運
営
し
、
一
年
三
六
五
日
二
四
時
間
の
保
安
管
制
を
遂
行
し
て
お
り
、
外
部
に
お
い
て
は
、
保
安
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
業
者
を
通
じ
、

司
法
府
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
保
安
点
検
を
受
け
て
お
り
、
情
報
保
護
管
理
体
系
（Inform

ation Security M
anagem

ent Sys-

tem

）
の
認
証
を
維
持
し
て
い
る
。
の
み
な
ら
ず
、
二
〇
一
四
年
か
ら
、
内
部
シ
ス
テ
ム
保
安
の
た
め
、
内
部
の
「
業
務
網
」
と
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
網
の
分
離
が
推
進
さ
れ
、
二
〇
一
七
年
に
完
成
す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
当
該
ネ
ッ
ト
網
が
分
離
さ

れ
た
状
況
に
お
い
て
は
、
資
料
電
送
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
、
業
務
網
を
通
じ
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
網
に
お
け
る
資
料
は
転
送
が
可
能
で

あ
る
が
、
業
務
網
に
お
け
る
資
料
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
網
に
「
電
送
」
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
各
個
人
Ｐ
Ｃ
に
対
す
る
管
理
を
強

化
し
、
Ｐ
Ｃ
悪
性
コ
ー
ド
（
ウ
ィ
ル
ス
等
の
不
正
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
）
を
探
知
、
遮
断
す
る
た
め
、
ワ
ク
チ
ン
統
合
管
理
シ
ス
テ
ム
を
運

営
し
て
お
り
、
悪
性
コ
ー
ド
メ
ー
ル
（
ウ
ィ
ル
ス
に
感
染
し
た
メ
ー
ル
）
を
遮
断
す
る
た
め
の
防
御
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
構
築
し
運
営
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し
て
い
る
。
結
局
、
一
〇
〇
％
の
完
璧
な
防
御
体
系
を
構
築
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
け
れ
ど
も
、
可
能
な
範
囲
に
お
い
て
、
個
人
に
対

す
る
保
安
意
識
と
種
々
の
制
度
を
重
ね
て
適
用
し
、
保
安
シ
ス
テ
ム
を
作
動
し
つ
つ
、
持
続
的
な
ア
ッ
プ
ク
レ
ー
ド
を
す
る
努
力
を
惜

し
ん
で
は
な
ら
な
い
。

　

ま
た
、
個
人
情
報
保
護
の
た
め
に
、
司
法
府
業
務
シ
ス
テ
ム
・
デ
ー
タ
・
ベ
ー
ス
に
て
個
人
情
報
を
安
全
に
保
管
し
つ
つ
、
そ
の
万

一
の
流
出
に
備
え
、
当
該
デ
ー
タ
・
ベ
ー
ス
内
で
は
、
個
人
情
報
を
暗
号
化
し
て
保
護
し
て
い
る
。

七 
倒
産
手
続
に
お
い
て
生
ず
る
倒
産
犯
罪
と
破
産
部
の
役
割

　

倒
産
手
続
と
い
う
の
は
、
個
別
的
な
権
利
を
確
定
す
る
通
常
の
民
事
手
続
と
違
っ
て
、
正
当
な
権
利
行
使
が
法
的
に
制
限
さ
れ
、
終

局
的
に
そ
の
権
利
の
実
質
価
値
が
減
損
さ
れ
た
と
評
価
さ
れ
る
と
と
も
に
、
数
多
く
の
利
害
関
係
人
が
関
与
す
る
た
め
、
手
続
上
、
特

に
、
厳
正
さ
が
求
め
ら
れ
る
。

　

現
在
、
回
生
法
院
（
旧
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
裁
判
所
の
破
産
部
）
に
お
い
て
、
倒
産
関
連
犯
罪
に
対
す
る
刑
事
手
続
上
、
ほ
か
に
管
理

手
続
を
整
備
し
て
お
ら
ず
、
倒
産
関
連
犯
罪
と
関
連
す
る
統
計
が
特
に
報
告
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
。
た
だ
、
二
〇
一
四
年
か
ら
個
人
回

生
ブ
ロ
ー
カ
ー
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
が
実
施
さ
れ
て
以
来
、
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
の
破
産
部
に
お
い
て
、
二
〇
一
五
年
に
、
ソ
ウ
ル
中

央
地
検
に
ブ
ロ
ー
カ
ー
の
疑
い
が
あ
る
事
件
を
集
め
、
告
発
し
た
こ
と
が
あ
り
、
そ
の
後
、
ソ
ウ
ル
中
央
地
検
に
よ
り
、
数
十
名
の
ブ

ロ
ー
カ
ー
が
起
訴
さ
れ
た
事
例
が
あ
る
。

八 

結
び

　

以
上
の
よ
う
に
、
韓
国
に
お
け
る
倒
産
法
制
に
関
し
、
最
近
の
主
要
立
法
と
倒
産
事
件
の
電
子
的
処
理
な
ど
を
中
心
と
す
る
実
務
の
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動
向
を
紹
介
し
た
。

　

要
す
る
に
、
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
と
い
う
倒
産
専
門
法
院
を
導
入
す
る
こ
と
に
よ
り
、
倒
産
事
件
に
お
い
て
の
予
測
可
能
性
の
強
化
を

通
じ
、
裁
判
の
質
的
な
向
上
と
そ
れ
に
よ
る
法
的
コ
ス
ト
の
節
減
が
も
た
ら
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
債
権
の
調
査
・
確
定
の

裁
判
に
対
す
る
異
議
の
訴
え
や
否
認
の
訴
え
、
否
認
請
求
異
議
の
訴
え
及
び
回
生
債
権
と
関
連
す
る
本
案
訴
訟
を
回
生
法
院
に
お
い
て

担
当
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
処
理
の
迅
速
化
が
予
想
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
と
い
う
独
立
し
た
法
院
を
導
入
す
る
こ

と
に
よ
り
、
利
用
者
に
よ
る
ア
ク
セ
ス
が
よ
り
容
易
に
な
り
、
倒
産
制
度
の
持
つ
社
会
保
障
的
性
格
に
よ
る
再
起
支
援
ハ
ブ
（H

ub

）

と
し
て
の
役
割
も
円
滑
に
発
揮
で
き
る
と
思
わ
れ
る
。

　

ま
た
、
倒
産
事
件
の
電
子
的
処
理
を
通
じ
、
記
録
管
理
の
便
宜
性
や
共
有
性
が
大
き
く
高
ま
る
の
み
な
ら
ず
、
手
続
の
透
明
化
を
通

じ
、
裁
判
部
構
成
員
の
間
及
び
裁
判
部
と
当
事
者
間
の
意
思
疎
通
が
強
化
さ
れ
、
相
ま
っ
て
手
続
進
行
の
迅
速
化
と
手
続
費
用
の
節
減

と
い
う
大
き
な
効
果
が
引
き
出
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。

　

倒
産
専
門
法
院
で
あ
る
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
の
運
営
と
倒
産
事
件
の
電
子
的
処
理
は
、
そ
の
運
営
上
の
成
功
の
お
か
げ
で
、
今
後
、
定

着
が
進
む
で
あ
ろ
う
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て
、
韓
国
の
倒
産
法
制
に
関
す
る
国
際
的
な
地
位
も
と
も
に
向
上
す
る
と
確
信
す
る
次
第
で
あ

る
。＊

本
稿
は
、
科
研
費
【24402007

】、【25285028

】
の
成
果
の
一
部
で
あ
る
。

本
稿
は
、
本
格
的
な
論
文
と
い
う
よ
り
、
韓
国
の
近
時
の
立
法
と
実
務
を
紹
介
す
る
も
の
で
あ
り
、
主
に
法
院
内
部
で
検
討
さ
れ
た
資
料
と

立
法
資
料
な
ど
を
参
照
し
た
。
こ
の
こ
と
に
関
連
し
、
協
力
し
て
い
た
だ
い
た
法
院
行
政
処
司
法
政
策
室
担
当
判
事
と
（
旧
）
ソ
ウ
ル
中
央
地
方

法
院
破
産
部
（
現
ソ
ウ
ル
回
生
法
院
）
の
裁
判
官
の
方
々
に
感
謝
の
気
持
ち
を
申
し
上
げ
る
。

た
だ
、
英
文
はSeoul Bankruptcy Court

と
い
う
表
現
を
使
用
す
る
も
の
と
し
て
知
ら
れ
て
い
る
。

（
1
）

（
2
）
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債
務
者
回
生
法
第
一
九
条
の
二
（
報
告
書
作
成
お
よ
び
国
会
報
告
）
①
回
生
法
院
長
は
毎
年
、
当
年
度
の
管
理
委
員
会
を
通
じ
た
管
理
・
監

督
業
務
の
実
績
を
法
院
行
政
処
長
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
②
法
院
行
政
処
長
は
第
一
項
の
管
理
・
監
督
業
務
の
実
績
と
次
年
度
の
管

理
・
監
督
業
務
推
進
計
画
を
含
め
た
年
間
報
告
書
を
発
刊
し
、
公
正
な
管
理
・
監
督
の
た
め
、
国
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

債
務
者
回
生
法
第
二
二
条
の
二
（
新
規
融
資
債
権
者
の
意
見
提
示
権
限
お
よ
び
そ
れ
に
対
す
る
資
料
提
供
）
①
第
一
七
九
条
第
一
項
第
五
号

お
よ
び
第
一
二
号
に
従
い
、
資
金
を
貸
与
す
る
共
益
債
権
者
は
次
の
各
号
の
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

1　

債
務
者
の
営
業
ま
た
は
事
業
の
全
部
ま
た
は
重
要
な
一
部
を
譲
渡
す
る
こ
と
に
対
す
る
意
見
の
提
示

2　

回
生
計
画
案
に
対
す
る
意
見
の
提
示

3　

回
生
手
続
の
廃
止
ま
た
は
終
結
に
対
す
る
意
見
の
提
示

②　

第
一
七
九
条
第
一
項
第
五
号
お
よ
び
第
一
二
号
に
従
い
、
資
金
を
貸
与
す
る
共
益
債
権
者
は
、
大
法
院
規
則
に
よ
る
定
め
に
よ
り
、
管
理
人

に
必
要
な
資
料
の
提
供
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
、
管
理
人
は
大
法
院
規
則
の
定
め
に
よ
り
資
料
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
本
条
新
設
二
〇
一
六
年
五
月
二
九
日
］

債
務
者
回
生
法
第
二
二
三
条
（
回
生
計
画
案
の
事
前
提
出
）
①
債
務
者
の
負
債
の
二
分
の
一
以
上
に
該
当
す
る
債
権
を
持
つ
債
権
者
ま
た
は

こ
の
よ
う
な
債
権
者
の
同
意
を
得
た
債
務
者
は
回
生
手
続
開
始
の
申
請
の
あ
る
と
き
か
ら
回
生
手
続
開
始
ま
で
に
、
回
生
計
画
案
を
作
成
し
法
院

に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
改
正
前
】
第
二
二
三
条
（
回
生
計
画
案
の
事
前
提
出
）
①
債
務
者
の
負
債
の
二
分
の
一
以
上
に
該
当
す
る
債
権
を
持
つ
債
権
者
は
回
生
手
続
開

始
の
申
請
の
あ
る
と
き
か
ら
調
査
期
間
が
満
了
す
る
ま
で
に
、
回
生
計
画
案
を
作
成
し
法
院
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

債
務
者
回
生
法
（
調
査
記
録
の
閲
覧
な
ど
）
①
利
害
関
係
人
は
法
院
に
対
し
事
件
記
録
（
文
書
以
外
の
も
の
を
含
め
る
）
の
閲
覧
・
コ
ピ
ー
、

裁
判
所
調
書
の
正
本
・
謄
本
や
抄
本
の
交
付
ま
た
は
事
件
に
関
す
る
証
明
書
の
交
付
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

②　

第
一
項
の
規
定
は
事
件
記
録
の
う
ち
、
録
音
テ
ー
プ
ま
た
は
ビ
デ
オ
テ
ー
プ
（
こ
れ
に
準
じ
る
方
法
に
よ
り
、
一
定
の
事
項
を
記
録
す
る
物

件
を
含
め
る
。
以
下
、
こ
の
条
に
お
い
て
、
同
じ
）
に
関
し
て
は
、
適
用
し
な
い
。
た
だ
、
利
害
関
係
人
の
申
請
が
あ
る
際
に
は
、
法
院
は
、
そ

の
コ
ピ
ー
を
許
可
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
③
省
略
。

④　

法
院
は
債
務
者
の
事
業
維
持
ま
た
は
回
生
に
顕
著
な
支
障
を
も
た
ら
す
恐
れ
が
あ
り
、
ま
た
は
債
務
者
の
財
産
に
顕
著
な
損
害
を
与
え
る
憂

慮
が
あ
る
際
に
、
第
一
項
お
よ
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
閲
覧
・
コ
ピ
ー
、
正
本
・
謄
本
ま
た
は
抄
本
の
交
付
ま
た
は
録
音
テ
ー
プ
ま
た
は
ビ
デ

（
3
）

（
4
）

（
5
）

（
6
）
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オ
テ
ー
プ
の
複
製
を
不
許
可
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
⑤
省
略
。

訳
者
註

（
ａ
）　

法
院
が
関
与
す
る
倒
産
手
続
で
は
な
く
、
銀
行
な
ど
債
権
金
融
機
関
ら
が
協
議
会
を
構
成
し
て
債
務
者
企
業
に
対
す
る
債
務
弁
済
猶
予
や

新
規
資
金
貸
与
な
ど
を
通
じ
構
造
調
整
を
す
る
こ
と
を
言
う
。
韓
国
で
は
こ
れ
に
関
す
る
特
別
法
が
制
定
さ
れ
て
い
る
。

（
ｂ
）　

債
権
者
協
議
会
は
、
大
企
業
の
倒
産
手
続
に
お
い
て
、
一
〇
人
以
下
の
主
た
る
債
権
者
で
構
成
さ
れ
、
主
要
手
続
に
つ
い
て
の
意
見
提
示

な
ど
を
行
う
も
の
で
あ
る
（
債
権
者
回
生
法
第
二
一
条
）。
こ
れ
は
、
わ
が
国
の
「
債
権
者
集
会
」（m

eeting of creditors

）
と
は
異
な

り
、
英
訳
と
し
て
「creditorsʼ consultative council

」
の
語
が
あ
て
ら
れ
る
、
日
本
に
は
な
い
制
度
で
あ
り
、
債
権
者
委
員
会
に
類
似

す
る
と
い
わ
れ
る
。

（
ｃ
）　

こ
れ
は
、
法
院
行
政
処
担
当
判
事
と
職
員
た
ち
か
ら
構
成
さ
れ
、
実
務
の
次
元
で
さ
ま
ざ
ま
な
支
援
を
す
る
た
め
の
機
構
で
あ
る
。

（
ｄ
）　

わ
が
国
の
最
高
裁
事
務
総
局
と
同
様
に
、
人
事
、
会
計
、
裁
判
制
度
の
運
営
、
改
善
等
に
つ
い
て
、
総
合
的
に
権
限
と
責
任
を
負
う
機
関

で
あ
る
。

（
ｅ
）　

総
理
の
直
轄
機
関
と
し
て
、
九
人
の
委
員
で
構
成
さ
れ
、
金
融
政
策
、
外
貨
や
金
融
監
督
を
行
っ
て
い
る
。
そ
の
直
轄
機
関
と
し
て
、
金

融
監
督
院
が
別
に
設
け
ら
れ
て
い
る
。

（
ｆ
）　

個
人
債
務
者
の
業
者
に
対
す
る
債
務
の
調
整
や
管
理
、
回
生
手
続
へ
の
支
援
や
そ
の
政
策
等
を
担
当
し
て
い
る
特
殊
法
人
で
あ
る
。


